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研究成果の概要（和文）：本研究は、e-learning を用いて通信制大学として成功した早稲田大学

e-school の教員、職員、教育コーチ、卒業生の 13 名にインタビュー調査を行い、組織内部者

の視点から課題と成功要因を明らかにした事例研究である。研究の結果、認識されていた問題

は、教育課程の年次に合わせて時系列で変化していた。主な課題は、教員組織の認識、学生の

特徴、e-learning による学びに関するものの 3 点が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the correspondence course ‘e-school’ under
the faculty of Human Sciences, Waseda University in Japan. The thirteen
interviewee-participants consisted of four professors, three academic coaches, two former
administrative staff members, one administrative staff member and three graduates. As
the results, core issues of this organization were identified from the following three areas:
1) Faculty awareness, 2) Circumstances surrounding the students, 3) Studying
through e-learning.
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１．研究開始当初の背景
本研究は、e-learning を用いて通信制大学

として成功した早稲田大学e-schoolの設立当
初のメンバーにインタビュー調査を行い、組
織内部者の視点から課題と成功要因を明ら
かにする事例研究である。
これまで e-learning を高等教育で導入し

た実践研究においては、そのほとんどが実践
の概要報告にとどまっており、運営組織に生
じた問題・課題、成功要因に焦点化し、実践

的に明らかにした研究はほとんどない。特に、
組織運営上の課題について、組織を運営する
側の教員・職員や教員と学生を結ぶ役割を担
う教育コーチといった実務家、更には教育の
受け手である学生（卒業生）までを横断的に
調査した研究はほとんど見当たらない。
そこで、本研究では 2003 年の開校当初か

ら組織運営を担った教員、職員、教育コーチ、
卒業生の合計 13 名を対象に、職務を遂行す
る上で何が問題であったか、何が成功要因で
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あったのか、また e-school で学んだ経験につ
いて尋ねるインタビュー調査を実施した。
つまり、本研究は、e-learning を用いて通

信制の大学として成功した先駆的事例を組
織内部者の視点により、実態と課題、成功要
因を明らかにするものである。
このように大学組織が教育のイノベーシ

ョンを内包して再構築された具体例を内外
に向けて明らかにすることは、今後の我が国
における高等教育組織のデザインに示唆を
与えうるものとして急務であり、非常に高い
ニーズを持つと考えられた。

２．研究の目的
組織運営を担うスタッフと教育の受け手

である学生（卒業生）にインタビュー調査を
行い、組織内部者の視点から，e-learning を
導入した先駆的な大学組織である当該組織
の課題と成功要因を明らかにすることであ
る。

３．研究の方法
教員、職員、教育コーチ、卒業生の 13 名

を対象に、1）経営層、2）スタッフ層・実務
層、3）学生層として、e-school 教育のねら
い、組織運営上の問題、授業運営等の問題、
学生側からみた問題等について聞き取りを
行った。
収集したインタビューデータは TOC

（Theory of Constraints）を用いて分析し、
問題の中核的な要因（課題）と成功要因を明
らかにした。

TOC とは、1970 年代にエリヤフ・M・ゴ
ールドラットにより開発された思考プロセ
スであり、組織の構成要素を個々に捉えるこ
となく全体性を考慮するシステム思考を行
い、組織のパフォーマンスを阻害している制
約条件を探し、改善する理論である。
インタビューデータの分析手順は、以下の

通りである。
1）インタビューデータを文字化
2）データを発言内容単位で切片化
3）1 つの意味を持つようにカード化
4）カード同士の因果関係を矢印で表し、
課題構造図を作成（図１参照）

４．研究成果
インタビュイーが認識していた問題構造

図を図 2－1 と 2－2（この図は 2 つ合わせて
1 つの図である）に示す。認識されていた問
題は、教育課程の年次に合わせて、時系列で
変化していた。
分析の結果、図 2－1と 2－2 の一番下にあ

るカードが問題構造図の根本的な要因であ
る課題として、明らかになった。これらの核
となる課題は、次の 3つの領域に由来すると
考えられた。具体的な領域と課題について、
以下で詳述する。

（１）教員組織の認識
・教員間の共通の認識を持つことの困難さ
・e-learning の授業であっても、従来の教授
法を使用する傾向
これは、教員（学部）の認識に関するもの

で、具体的には学部の共通認識形成の困難さ
や、教員の従来（通学制）の授業スタイルを
いかに通信制にマッチさせるかという課題
である。
この課題については、教員・職員・教育コ

ーチ別とスタッフ全体で問題を共有する仕
組みを検討することが有効と考えられた。

（２）学生の特徴
・学生の 80％以上が社会人学生であるため、
通学制の学生とは違った、様々なニーズを持
つことに対応すること
これは、学生を取り巻く環境に関するもの

で、具体的には社会人学生の様々なバックグ
ラウンドに対応し、多様な要求水準の高いニ
ーズ応え、効果的な授業デザインをいかに作
るかという課題である。
この課題については、社会人学生に学びた

い時に何度でもアクセスしてもらえるよう
に、大学側に必要なことは付加価値を持つ魅
力ある授業内容をデザインし、提供すること
と考えられた。

（３）e-learning による学び
・異なる講義タイプからくる学びの違い
・学習環境とコミュニケーションモードの違
い
これは、e-learning での学びに関するもの

で、具体的には講義、実験、フィールドワー
ク、ゼミ、卒論といった、学びのスタイルの
違いと、オンキャンパス（対面）かオフキャ
ンパス（非対面）かといった、コミュニケー
ションモードの違いをいかに工夫して豊か
な学びを提供する環境を整えるかという課
題である。
この課題については、授業スタイル別、更

には授業内容の専門領域別にも、モデルとな
るような授業を提示し、授業研究会を行って
情報共有を図ることが有効と考えられた。
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図1 TOC理論のツリー構造
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一方、本組織の成功要因（表１:最終頁参
照）に関しては、主に７つの領域に関連する
ことが明らかになった。
とりわけ重要な要因は、学生、教育コーチ、

職員、教員の人と人の繋がりをいかに作るか
という視点や、授業をしながら現実的な運用
システムを再構築して運営するといった、学
生のニーズに対応する迅速さであった。
今後は、更にインタビュー対象者を増やし、

教員の教育・研究内容ごとの e-learning の授
業モデルを検討することや、教育の送り手か
ら見た課題と卒業生（学生）から見た課題と
の相違を検討し、組織デザインの有効化に関
して示唆を得たい。
更には、教育組織に固有の組織の構成要素

や条件を明らかにしていきたい。
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▼ステートメントの説明

★グレー：既に実
行された対策

UDE：好ましくない結果
UDE
教育コーチのリク
ルートの難しさ
（数と質の確保）

コンフリクトを表
す矢印

IF-THENの矢印
UDE
教員／教育コー
チの負担増

教育コーチが学
生との窓口であ
る場合が多い

核となる問題

★教員と教育
コーチのティーム
ティーチング（教
育コーチ制度）

★教育コーチの
担当クラス数の
制限（1人3クラス
まで）

★１クラスサイズ
制限（講義30名，
ゼミ5名程度）

UDE
個別の教員／教
育コーチの工夫
（例：スカイプの
活用等）に依存

UDE
教員と教育コーチ
の仕事分担が
ケースバイケー
ス

UDE
授業の（必要な
部分での）統一
性がない

UDE
教員の意識がバ
ラバラ

UDE
協力的でない教
員の取り込み

対応に時間がか
かる

授業コンテンツ作
成

UDE
教員間の認識の
ズレ

UDE
教員間の温度差

★各教員への個
別説明

バックグラウンド
の違い

要望の高さに答
える

UDE
教員の共通の問
題認識がない

★授業モデルの
資料ファイルを作
成・配布

社会人学生の特
徴

授業タイプ（講
義・実調・ゼミ・卒
論）別の教育／
学びのモードの
違い

※図2-2と合わせて1つの図

図2-1 問題構造図（左）

☆授業タイプ（授業形態）別の授業モデルをどのように検討し，それをもとにどのように

カリキュラム全体の改善し続けるか？

例1：授業タイプの違いによる教育／学びのモードそのものを分析し，e-learningをどのよ

うに活用できるか更に研究する．

☆アイディア

●1

●2

左右に図が分

割されている

ため，矢印の

行く先を示す

●1

教育コーチ研修（採用

時，中間）の内容の充

実（BBSのマネジメン

ト，システムの使用方法

の熟達）

教育コーチの質
＝教育の質にな
る傾向

UDE
授業タイプよる負
担の差

例：演習（ゼミ）・卒

論で教員と教育コー

チの負担が増える
傾向（学生多数時

等）

UDE
スクーリングが増
加している現状

スクーリングゼロ
で卒業という当初
のコンセプト

授業での個別対
応の増加

UDE
学生の孤独感／
孤立化

コミュニケーション
のタイムラグ

通学制の授業方
法をそのまま持ち
込む

UDE
学生が（授業・学
生生活等の）雑
談がしにくい

UDE
HRを機能させる
のは難しい

通学制（対面型）
とe-school（非対
面型）の教育/学
びのモード違い

文字のみのコミュ
ニケーション

★休み時間モデ
ルの提案（ホー
ムルーム制度）

★ゼミのBBSで
ちょっとした質問
等に対応

オンデマンドの特
徴

★個別授業での
雑談専用BBSの
設置

★スタディスキル
集の提案・配布

※図2-1と合わせて1つの図

図2-2 問題構造図（右）

☆授業そのものの在り方をどうする

かを考える必要性

☆授業アンケート等システム改善に

資する情報の更なる活用

☆例2：通学制／通信制の教

育／学びのモードの違いをど

のようにとらえて活かしていく

か更に研究する．

●1

●1

●2



表1 成功要因
要因

1 学内教員の承認 全教員の許可を得たこと

3 経済

6 スタッフの姿勢
（教職員・教育コーチ）

7 学生

文部科学省の設置審で認可されるよ
うに準備し，許可を得たこと

補助金等に依存せず，授業料を得る
ことで運営資金を獲得できたこと

WLS（早稲田ラーニングスクエア：
様々な企業から人材を得た組織）に
事務局を依頼したこと

eラーニングを管理する学内の他の別
組織（遠隔教育センター，MNC）の
バックアップ

教員の負荷を軽減する仕組みを作成
したこと

チームワーク：「学生のために」という
最終目標に向かって仕事をする姿勢

学生同士の縦の繋がり：学生同士の
教えあい

・講義はライブコンテンツ中心で
あったこと＝既存の教育システム
を有効に活用したこと

・教員と教育コーチのティーム
ティーチング（T.T.）にしたこと

・現実に存在しうるe-learning（生
涯教育）とすること

・社会的ニーズの高いものとする
こと

・存続（持続）可能なものとするこ
と

・教育コーチ制度は，修士号を持
つ博士課程の大学院生等の人材
を育て，報酬は奨学金となるよう
設計し，院生を育てる仕組みを内
包させたこと

領域

2 教育制度・行政

4 運営体制

5 運営の仕組み

経営課題

実務課題


